	経済情勢トピックス
《失業率の改善と労働力の変化》―2008年と2013年との比較―


	最近の雇用情勢は改善傾向にあり、完全失業率や有効求人倍率といった雇用指標はリーマンショック前の好景気期の水準にまで改善しています。しかし、失業率の改善要因は、リーマンショック前と現在とでは大きく異なっています。

リーマンショック前では、労働者が労働市場から退出していき、非労働力人口の増加と労働力率の低下によって、失業率は改善しました。しかし、最近の状況では、労働力人口の増加と労働力率の上昇がみられ、主に就業者が増えることによって、失業率は改善しました。

最近の雇用情勢における特徴として、65歳以上の高齢者と女性の割合が増えることによって労働力人口は増加しましたが、それらの区分では非正規の職員・従業者の比率が高くなっていること、2008年と2013年を比較すると、医療・福祉の就業者数が増加していることが指摘できます。


１　雇用情勢の推移
最近の雇用情勢では、リーマンショック直後の人員過剰状態から一転し、人手不足が叫ばれている状況にあります。大阪府の完全失業率（図表１）
では、2013年は4.8％と、リーマンショック前の2008年の5.3％を下回る水準となっています
。有効求人倍率（図表１）では、2013年は0.95倍と、ピークである2007年の1.26倍には及ばないものの、2008年の0.94倍とほぼ同水準となっています。
このように、最近の雇用情勢は以前の好景気期であった、リーマンショック前の2008年と同程度となっています。しかし、少子高齢化が進んでいる現在において、雇用の中身は、リーマンショック前と現在とでは大きく変わっていると考えられます。そのため、最近の雇用情勢の特徴について、リーマンショック前と現在の状況を比較しながら、考察していきます。

図表１　大阪府の雇用関連指標の推移
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」、厚生労働省「一般職業紹介状況」
２　完全失業率の推移とその内訳

２.１　労働力人口の推移
完全失業率は、失業者数と労働力人口の比率であるため、労働力人口の推移をみてみます（図表２）。労働力人口は、リーマンショック前は減少傾向にあったのに対し、2011年を底にして、2013年では労働力人口が増加傾向にあります。
　
図表２　労働力人口の推移
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
このように労働力人口が増加している要因の一つとして、65歳以上の高齢者の増加があります（図表２）。労働力人口に占める65歳以上比率は、2008年では6.9％でしたが、2013年では9.0％まで上昇しています
。

２.２　労働力率の変化要因
　最近における労働力人口の増加要因について、労働力率（＝労働力人口÷15歳以上人口）に注目してみていきます。図表３は、労働力率の変化とその要因分解を行ったものです。労働力率は、景気変動や賃金水準、社会保障制度の充実といった様々な要因からも影響を受けるため、一貫したトレンドはなく変動して推移しています。それを考慮した上でみていくと、リーマンショック前の好景気期では、労働力率は低下傾向でしたが、逆に現在では労働力率は上昇しています。労働力人口の推移（図表２）と合わせると、リーマンショック前では労働力人口の減少と労働力率の低下（＝非労働力人口の増加）が起こっていたのに対して、現在では労働力人口の増加と労働力率の上昇（＝非労働力人口の低下）という現象が起こっているという、対称的な動きとなっています。

労働力率の変化要因（図表３）をみていくと、生産年齢人口要因が労働力率の上昇に寄与し、老年人口指数要因が労働力率の低下に寄与しているのは、リーマンショック前と現在でも同じです。しかし、大きく異なる点を2点指摘できます。一点目として、2013年では生産年齢人口要因のプラスへの寄与が大きく、生産年齢人口における労働力率の上昇、すなわち15歳～64歳までの労働力人口が増加していることが指摘できます。二点目として、リーマンショック前は老年人口要因がマイナスに寄与（＝65歳以上人口の非労働力化）していますが、2013年では老年人口要因がプラスに寄与しており、65歳以上の労働力率の上昇、すなわち65歳以上の労働力人口の増加が指摘できます。まとめると、2013年における労働力人口の増加と労働力率の上昇は、15歳～64歳と65歳以上の両方の労働力人口が増加したことが影響しているといえます。

図表３　労働力率の要因分解
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（注）各要因の意味については注釈4を参照。

（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
　また、最近における労働力率の上昇要因について考察するべく、年齢別・性別の労働力率について、2008年と2013年の数値を比較してみます（図表４）。男性では、全体の労働力率は2008年と2013年でほとんど変化していないものの、65歳以上において、2013年の労働力率の上昇がみられます。女性では、全体の労働力率をみても2013年の労働力率は上昇しており、15～64歳、65歳以上でも労働力率が上昇しています。すなわち、2013年の労働力率の変化においては、高齢者と女性の労働力率が上昇したことが影響していると言えます。
図表４　年齢別・性別の労働力率（％）
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
２.３　完全失業率の要因分解
　完全失業率（＝失業者数÷労働力人口）の改善には、分母の労働力人口の変化だけではなく、分子に影響を与える、景気における就業者数の変化も関係しています。それでは、完全失業率の改善において、どの要因が一番影響したのでしょうか。図表５は、大阪府の完全失業率の変化について、その要因分解をおこなったものです。
図表５　完全失業率の要因分解
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（注）各要因の意味については注釈5を参照。

（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
リーマンショック前の2008年では、就業者要因が失業率に対して悪化に寄与したのに対し、労働力率要因が失業率に対して改善に寄与したことによって、失業率は改善しました。すなわち、リーマンショック前では、就業者数が減少していた一方で、労働市場からの退出者も多かった（＝非労働力人口の増加、労働力率の低下）ために、失業率は改善しました
。

しかし、リーマンショックをはさんでトレンドは大きく変化します。2013年では労働力率要因は失業率に対して悪化に寄与した一方で、就業者要因が改善に寄与した結果、失業率は改善するという結果となりました。すなわち、現在では新たに労働市場へと参入する人が増えた（＝非労働力人口の低下、労働力率の上昇）だけではなく、就業者数が増加したために失業率は改善しました。
まとめると、リーマンショック前において、労働者が労働市場から退出していき、非労働力人口の増加と労働力率の低下によって失業率は改善していましたが、最近の状況では就業者が増えていることが失業率の改善に影響しています。
３　労働力の変化の影響

リーマンショック前と現在とでは、同程度の完全失業率でも、その改善要因が異なることを指摘しました。特に、2013年では、2008年と比較して、高齢者と女性の労働力人口が増加していることを指摘しました。それでは、増えた労働者によって、産業構成等はどうなっているのでしょうか。それについて、２つの観点から考察していきたいと思います。
３.１　雇用形態の変化
　図表６は2013年の雇用者における正規の職員・従業者の比率を年齢別・性別に計算したものです
。それをみると、高齢者や女性においては非正規の職員・従業者の比率が高く、労働力の増加分は主に非正規の職員・従業者の部分で吸収されていると思われます。
図表６　雇用者における
正規・非正規の職員・従業者数割合
（2013年；％）
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
　また、高齢者が退職したことに関連して、就業者における年齢構成比を比較すると（図表７）、2008年では35歳～44歳と55歳～64歳の2つの部分にピークがありましたが、2013年では35歳～44歳だけとなり、年齢構成が変化していることが指摘できます。
図表７　就業者の年齢構成比
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
３.２　産業構成の変化
　それでは、増えた労働力はどの産業で吸収されたのでしょうか。図表８は、2008年と2013年における就業者数の産業別の構成比を図示したものです。2013年では、2008年と比較して、建設業、製造業では就業者数は減少していますが、医療・福祉において就業者数が大きく増加しており、増えた労働力は主に医療・福祉分野で吸収されていることがわかります
。
図表８　就業者数の産業構成比
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（出所）大阪府統計課「大阪の就業状況」
４　おわりに
最近の雇用情勢は改善傾向にあり、完全失業率等の雇用指標からはリーマンショック前の好景気期と同程度となっています。しかし、リーマンショック前と現在における失業率の改善要因は異なり、最近では労働力人口の増加と労働力率の上昇がみられる一方、主に就業者が増えることによって、失業率は改善していきました。

今後さらに人口減少・少子高齢化が進むことが予想されるために、労働力のさらなる活用が課題となってきます。それに加えて、リーマンショック後の2009年の不況以降、有効求人倍率は上昇傾向で推移し、その後の景気後退期でも上昇基調で推移したことから考えて、現在は完全雇用に近い状況であると言われ始めており
、現在の失業においては景気循環による失業（需要不足失業）よりも、構造的失業・摩擦的失業の方が大きくなっていると指摘されています。そのため、雇用のミスマッチを解消するような努力が求められており、それには多様な労働条件を認めるというような社会の受け入れも必要でしょう。
　また、ビジネスモデルの転換も起こると考えられます。リーマンショック前において、例えば外食産業では、正社員よりも賃金の安い、パート等の労働者を多く用いて、低価格で財やサービスを提供するという、いわゆるデフレ型のビジネスモデルにより業績を伸ばした企業が多く存在していました。しかし、このようなビジネスモデルは、最近の雇用情勢では人手不足により成り立たなくなってきていると考えられます。労働需給は逼迫しているために早かれ遅かれ賃金を上げないと人手が集まらないこととなり、従来のビジネスモデルからの脱却が求められてくるからです。
　この先、人口減少社会が本格化していくにしたがって、労働力という供給側の制約により、経済成長が阻害される可能性も考えられます。そうならないためにも、労働力の有効活用が重要であり、今後の雇用情勢の動向にも注意が必要であると思われます。
（佐野　浩）
� 労働力調査の調査対象は、全国・近畿を中心とした標本設計・標本規模となっており、大阪府の結果表章を前提とした標本設計とはなっていないため、大阪府の数値には一定の誤差が存在していることに、注意が必要です。


� 2014年6月の全国の完全失業率（季節調整値）は3.5％とリーマンショック前の最低値（2007年6月の3.6％）と同程度にまで低下しています。


� 年金支給開始時期が遅れるのにあわせて、雇用制度の方でも、高齢者雇用を後押しする動きがみられました。2006年には高齢者雇用安定化法が見直されたことにより、企業においては、定年年齢引き上げ、継続雇用制度導入、定年制廃止のいずれかを選んで実施することが求められ、2013年度からは希望者全員の雇用確保へと法律の内容が変更されました。


� 労働力率（＝労働力人口÷15歳以上人口）より、年齢構成に着目して、以下の３つに分解しました。


生産年齢人口要因：生産年齢人口（15～64歳人口）の労働力率が上昇することにより、全体の労働力率に対して上昇に寄与。


老年人口要因：老年人口（65歳以上人口）の労働力率が上昇することにより、全体の労働力率に対して上昇


老年人口指数要因：老年人口指数（＝65歳以上人口÷15歳以上人口）が上昇することにより、全体の労働力率に対して低下に寄与。


� 完全失業率＝失業者数÷労働力人口


＝１－就業者数÷（15歳以上人口×労働力率）


労働力率＝労働力人口÷15歳以上人口　より、


生産人口要因：生産人口（15歳以上人口）が増えることは、完全失業率に対して悪化に寄与。


就業者要因：就業者数が増えることは、完全失業率に対して改善に寄与。


労働力率要因：労働力率が上昇することは、完全失業率に対して悪化に寄与。


� 就業者要因は、首都圏（南関東）においては、異なる方向に寄与している。リーマンショック前の時期では、大阪（近畿）は就業者数の減少が見られたが、首都圏では就業者数は増加し、15歳以上人口の増加の影響を吸収していたという特徴がある（詳細は、内閣府（2011）『地域の経済2011年』参照）。


� 労働力調査での、雇用者における正規・非正規の職員・従業者数の公表は2013年より実施された。


� 雇用者の中には会社・団体等の役員が含まれているために、正規と非正規の職員・従業者割合を足しても100とならない。


� 産業別構成比では、2007年と2013年に標準産業分類が変更されたため、その期間以外の比較は単純にはできない。


� 例えば、富士通総研「人手不足時代の到来」（8/19公表）参照。�http://jp.fujitsu.com/group/fri/column/opinion/201408/2014-8-1.html





